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消費生活相談員の安定的な雇用と処遇の改善にむけて 
 

消費者担当大臣が、自治体にむけてメッセージ 

地方消費生活相談員のいわゆる「雇止め」問題が大きくクローズアップされる中、7月３１日、政府の地方消費者行

政推進本部の松原仁本部長(消費者担当大臣)から、全国の自治体にむけてメッセージが発出されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

江崎議員が事務局長を務める消費者議連が、大臣に要望し実現 

 地方消費生活相談員の雇止め問題は、今年、5月 16 日の消費者議連主催の「消費者行政強化のための円卓会議@民主

党」でも、大きなテーマとして扱われました。消費者議連は、この問題を含め 6月 14 日に松原大臣に、消費者行政強

化のための申し入れを行っていました。 

 

消費生活相談員の専門性に配慮した任用と処遇を、自治体に要請 

この大臣メッセージの特徴は、「実態として非常勤職員の行う業務の中にも恒常的な業務があること」、「(専門性を

認めて)同一者の再任用は排除されないこと」について、地方行政を所管する総務省と認識を共有したということ。そ

のうえで、消費生活相談員の再任用の回数について一律に制限を設けることなく、専門性に配慮した任用と処遇を、

自治体に対して要請したことにあります。このメッセージは非常勤職員の処遇改善にむけた、小さな一歩にすぎない

かもしれませんが、現場での労使交渉の大きな力になることを期待しています。 
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